
「令和元年度日本語教育総合調査」
大学や短期大学で行われている

日本語教師養成課程の実態に関する
アンケート調査結果概要

(速報値）

１ 目的
大学（大学院含む。以下同じ。）や短期大学を対象として，日本語教師養成課程の実態についてアンケート調査を実施し，現状を把握

することを目的とする。

２ 実施時期および方法
令和元年9月2日～11月22日
eメールによる調査票の発送及び回答票回収

３ 対象
本調査は、国内大学(大学院を含む)および短期大学の内「日本語教師養成課程を有する」大学および短期大学計194機関を対象として

実施。

４ 回答数
172機関(令和元年11月18日回収時点。回答率88.7%），273養成プログラム。

文化審議会国語分科会
日本語教育小委員会 R1.12.23
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資料 ３

■「日本語教師養成課程」の基本情報について①
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■「日本語教師養成課程」の基本情報について②
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■「日本語教師養成課程」の基本情報について③
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■「日本語教師養成課程」の基本情報について④
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■「日本語教師養成課程」における「教育実習」について①

「教育実習」内容別実施状況
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■「日本語教師養成課程」における「教育実習」について②
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■「日本語教師養成課程」における「教育実習」について③

授業見学や教壇実習等を実施する場所並びに外部依頼の場合の依頼方法
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■「日本語教師養成課程」における「教育実習」について④

外部依頼の場合の実習費用支払いの有無

■「日本語教師養成課程」における2018年度の1大学あたり「担当教員数」について
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■「日本語教師養成課程」における2018年度における
「主たる担当教員のプロファイル」について①

主たる担当教員の職位

■「日本語教師養成課程」における2018年度における
「主たる担当教員のプロファイル」について②
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■「日本語教師養成課程」における2018年度の「受講者数」について①

大学学部・大学院合計(通学制)
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■「日本語教師養成課程」における2018年度の「受講者数」について②
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■「日本語教師養成課程」における2018年度の「受講者数」について③

大学院(通学制)
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■「日本語教師養成課程」における2018年度の「修了者の進路」について①
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■「日本語教師養成課程」における2018年度の「修了者の進路」について②

大学院(通学制)
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■「日本語教師養成における教育内容」への対応状況について
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「日本語教師養成における教育内容(３領域５区分１６下位区分必須の教育内容)」
への対応の状況


